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県補助金
・農業委員会交付金　　　　7,671千円
・農地利用最適化交付金　1,557千円

方
向

21,965

人

902

指標の説明

　地方債

0.50

人
正規職員

業務量

人0.50

平成27年度の制度改正から３年が経過し、令和２年度７月から新たな農業委員及び農地利用最適化
推進委員が選任されるが、担い手への農地集積など農地利用の最適化を一層促進していく。特に、
人・農地プランの実質化に向けた積極的な取り組みを推進していかなければならない。継続

776

3.50 人

26,919

485 543

27,030

49,704

会計-款-項-目-大事業-中事業

01-06-01-01-02-01

農業委員会事務局

16

項目

共済費

経費

報酬

対　象

3.50

農業者及び農地所有者

農業生産力の増進及び農業経営の合理化を図る。

○農業委員会の運営
・年次総会（１回）、新規営農面接審査会（10回、21件（うち空き家バンクによる新規面談４件））、月次総会及び役員
会（各12回）、研修会（２回）の開催（農業委員24名農地利用最適化推進委員56名の合同研修会、農業委員会等研
修会）
・市広報（9/15農業委員等名簿の掲載・3/1農作業賃金等掲載）、農家の相談業務（随時、農地法許認可申請等）
○法定業務
・農地法の権利移動の審査・許可業務（第３条：128件、第４条：32件、第５条：181件、非農地：14件）
・遊休農地に関する措置（農地パトロールによる利用状況調査・利用意向調査）
・相続等による農地の権利取得の届け出の受理（63件）
・農業経営基盤強化促進法に基づく業務（利用権設定：623件、所有権移転：13件）
・租税特別措置法の業務
〇農業振興業務
・農業及び農業者に関する情報提供の業務
・農地基本台帳の整備及び地図情報化の推進に関する業務

直
接
事
業
費

自然と共存し、人と人がつながる農業を元気にする 年度～令和

部 ・ 課名 等

0595-22-9720

年度

494

筆

所有者の高齢化等で耕作
困難となった農地を担い手
に貸すことで、農業経営の
合理化を図る。

521

決算書頁

239

1,931

令和２年度

人

人

2,000 1,900

1,649

47,167

0.50

農業委員会委員、農地利用最適化推進委員

農業委員会委員、農地利用最適化推進委員

事務補助員保険料

消耗品費、公用車燃料費、印刷製本費 他

整理番号

基
本
情
報

賃金

計

旅費

役務費

施策

コード

① 高付加価値化の促進

事務補助員賃金

農業委員等公務災害保険料他

評価責任者・連絡先

事業期間

平成321 2

R2年度当初予算

（会計）01一般会計（款）06農林業費（項）01農業費（目）01農業委員会費（大事業）02農業委員会管
理経費

摘要

17,423,842円

241

事
務
事
業
の
概
要

名称

基本事業

317,904円

需用費

事務事業名 事務局管理経費

3,355,000円 電算処理等委託料　[委託先]㈱ジオフォーラム

事務局長　高木忠幸
担当
部署

118,500円

233,195円

使用料及び賃借料 3,960円 有料道路通行料

負担金、補助及び交付金 1,255,000円

全
体
コ
ス
ト

（
千
円

）

目　的

内　容

事業に
要した

主な経費
など

金額

11,217,967円

特記事項記入欄（積算基礎、特定財源の名称等）R1年度決算H30年度決算 R1年度当初予算

13,605

人
件
費

0

27,739

0

27,821

市民１人当たりのコスト（円）

45,205

10,894

857,120円

65,196円

合計（A）

　一般財源

委託料

指
　
標

業務量

8,004

0

0

0

8,452

19,346

0

0

8,196

17,424

3.50

26,859

　その他

26,859

達成

平成30年度指標名 単位

事
業
費

922

臨時・嘱託・
再雇用職員

人

107.3%指標化できない成果
農地転用申請精査による優良農地の
確保。

1,800
利用権を設定した筆数

課
題
及
び
改
善
案

目標

82.5%

三重県農業会議負担金

実績

9,228

人件費

9,760

1,660

0.50

17,764

0

8,360

人

44,794

880

小計（Ｂ）

合計（Ａ＋Ｂ）

人件費

27,781

平成29年度

　国県支出金

令和元年度

3.50

26,254

Administrator
テキストボックス
290



-

諸収入、受託事業収入
農業者年金業務受託事務費
                                    570千円

方
向

839

人

901

指標の説明

　地方債

0.50

人
正規職員

業務量

人0.50

　農業者年金基金法に基づく受託業務のため、事業継続が必要な業務である。現在の受給権者は津
市に次ぐ県内第２位（Ｈ31．４現在392名）の実績であるが、加入者数は受給権者に移行するものが新
規加入者を上回り徐々に減っている状況である。よって、農業者年金は他の公的年金に比べて有利
な点が多いことなどの制度の周知を、農業委員会とＪＡ伊賀ふるさととで連携し、戸別訪問などお互い
の顔の見える活動の中で加入促進に努めていく必要がある。

継続

776

0.50 人

3,846

58 61

4,527

5,504

会計-款-項-目-大事業-中事業

01-06-01-01-03-01

農業委員会事務局

16

項目

賃金

経費

共済費

対　象

0.50

20歳以上の加入資格を有する農業者、加入者及び受給者

農業者の老後の生活の安定及び福祉の向上のため。

・ＪＡいがふるさとと連携して事務を受託した事業。
・広報いが市への新規加入者促進記事掲載を行うとともに、毎月の農業委員会役員会での新規就農者面談におい
て加入促進活動を行った結果、目標である２人を上回る３人の加入を達成した。
・年金給付に関する業務
　裁定請求、現況届、死亡関係届、住所・口座変更届等に関する書類受付・精査及び独立行政法人農業者年金基
金への提出。
　年金受給者から経営移譲者への実体を伴った経営移譲の指導や年金受給者の無届けでの農業再開防止。

直
接
事
業
費

自然と共存し、人と人がつながる農業を元気にする 年度～令和

部 ・ 課名 等

0595-22-9720

年度

61

人
年度末時点の総年金加入
者数

63

決算書頁

239

12

令和２年度

人

人

13 14

13

5,666

0.50

郵便料

事務補助員保険料

事務補助員賃金

整理番号

基
本
情
報

需用費

計

役務費

施策

コード

① 高付加価値化の促進

消耗品費

評価責任者・連絡先

事業期間

平成321 2

R2年度当初予算

（会計）01一般会計（款）06農林業費（項）01農業費（目）01農業委員会費（大事業）03農業者年金関
係業務経費

摘要

870,210円

242

事
務
事
業
の
概
要

名称

基本事業

7,968円

事務事業名 農業者年金業務経費
事務局長　高木忠幸

担当
部署

全
体
コ
ス
ト

（
千
円

）

目　的

内　容

事業に
要した

主な経費
など

金額

114,790円

特記事項記入欄（積算基礎、特定財源の名称等）R1年度決算H30年度決算 R1年度当初予算

0

人
件
費

0

4,665

0

4,747

市民１人当たりのコスト（円）

5,567

0

2,812円

744,640円

合計（A）

　一般財源

指
　
標

業務量

253

576

0

576

343

919

0

570

300

870

0.50

3,837

　その他

3,837

達成

平成30年度指標名 単位

事
業
費

860

臨時・嘱託・
再雇用職員

人

92.3%指標化できない成果
現年金加入者、及び年金受給者に関
する業務

13
農業者年金加入数

課
題
及
び
改
善
案

目標

100.0%

実績

0

人件費

0

11

0.50

829

576

263

人

5,356

828

小計（Ｂ）

合計（Ａ＋Ｂ）

人件費

4,697

平成29年度

　国県支出金

令和元年度

0.50

3,751

Administrator
テキストボックス
291












